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様式第五（第６条関係） 

 

規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定に関する照会書 

  

2020年 4月 30日    

  経済産業大臣 梶山 弘志 殿 

 
東京都品川区西五反田 2 丁目 8 番 1 号 

freee株式会社

代表取締役 佐々木 大輔 

 

産業競争力強化法第７条第１項の規定に基づき、実施しようとする新事業活動及びこれに関連

する事業活動に関する規制について規定する下記４に掲げる法令の規定の解釈並びに当該新事業

活動若しくはこれに関連する事業活動に対する当該規定の適用の有無について、確認を求めま

す。 

 

 

記 

 

１．新事業活動及びこれに関連する事業活動の目標 

 

 事業目標の要約 

○ 当社は、法人税・消費税・所得税・年末調整及び法定調書・申請届出書等の電子

申告に対応した新しいサービスとしてクラウド型の税務申告ソフト「申告 freee」

（以下「当社クラウドサービス」という。）の提供を 2017年 1月より開始してい

る。会計と人事労務に次ぐ新事業の立ち上げにより、会計から申告までの業務が

クラウドで完結するサービスの提供を進めている。 

■ 更に、今後も会計事務所の業務に必要な税目をカバーしていく予定。 

○ 当社クラウドサービスを、クラウド型の税務申告ソフトとして展開していく中で、

クラウドの特性を活かした使い方をもっと進めたいというニーズに答えるため、

内部統制機能を強化したリモートワーク対応版（以下「当サービス」という。）

として展開したい。 

 生産性の向上又は新たな需要の獲得が見込まれる理由 

○ 「新商品の開発又は生産」に該当 

○ 当サービスによって、クラウド型の税務申告ソフトに、内部統制機能を実装し、

リモートワークの職員（税理士及びその他の事務所職員）でも安心して活用出来

るようにすることで、新たな需要の獲得が見込まれる。具体的な機能としては、

「会計ソフトの取引登録のみの権限の職員（税理士登録を行っていないその他の

事務所職員）は、当サービスにアクセスさせない（ように、内部統制として会計

事務所側で設定可能）」というものを検討している。リモート環境であっても、

容易に権限管理が可能となる。 

○ 会計業界では、繁忙期である期末〜申告期に稼働が集中し、労務環境が非常に厳

しいことが課題となっている。女性の税理士も増えつつあるが、繁忙期にリモー

トワークが難しいことは、女性の活躍の抑制の原因にもなっていると考えられる。 

○ こうした背景から、当サービスを提供することによって、より多くの会計事務所

にクラウド型の税務申告ソフトを使って頂くことが出来ると考える。具体的には、

会計事務所のうち、凡そ半数

が「人材確保の課題」を感じていると推測されることから、それらの会計事務所

へのクラウド型の税務申告ソフトの導入を促進出来ると考える。 

非公開情報です



 

2 

 
繁忙期（12 時間/日以上の労働時間）はいつか（複数回答） 

 

働き方を変えていくために、優秀な人材確保が課題だと思うか（単回答） 

 

出所）2017 年当社独自アンケート（※ 27 の会計事務所が回答） 

 

● また、当社には、以下のような会計事務所からの声も寄せられている。 

○ 税理士試験の予備校が開催する合同就職説明会でも、年々、就職希望者の人数が

減少し会計事務所のブースが増えており人材獲得競争が激化している。就労人口

の減少と税理士試験の受験者数の減少が顕著に表れてきている。就業人口減少を

原因とした、採用難、労働時間の増加、質の低下の懸念がある。当事務所として

は今後先細っていく労働力を奪い合うことにそこまで価値を見出すことができず、

仕事の仕方や働き方の見直しを行っている。仕事の仕方については全体の工数を

減らす必要があり、それに繋がる新しい技術の積極的な導入していく。働き方に

ついては更なる多様な働き方（時間有給制度等）を模索していきたい。 

 

２．新事業活動及びこれに関連する事業活動の内容 

 

● 事業実施主体 

○ 実施事業者：freee株式会社 

○ 税務申告業務実施事業者（以下「会計事務所」という。） 

● 事業概要 

①freee 株式会社において、会計事務所と当サービスのシステム利用契約を結ぶ。 
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■ freee 株式会社の提供する会計ソフトでは、日々の帳簿作成と決算作業ま

でが可能であり、その後工程の税務申告業務が、当サービスの利用シー

ンである。 

②freee 株式会社において、会計事務所が当サービスを利用するために、サービ

スアカウントの有効化手続きを行う。 

③有効化された後、会計事務所がインターネット上でログインをする。 

④会計事務所において、税理士及びその他の事務所職員に利用を促す。 

■ 税務申告業務を行うのは、税理士登録を行っていないその他の事務職員

ではなく、税理士のみとする。 

■ 利用時に、税務申告ソフトのアカウントを利用者毎に登録することにな

り、それによって有資格者であるかが識別・制御することが可能になる。 

■ 当サービスの権限管理は会計事務所が行うものとし、当サービスの利用

規約や付属文書等にその旨を記載する。 

⑤税理士が、当サービスを活用し、税務申告業務を行う。 

■ リモートワーク対応版であることから、税理士は、事務所登録のあるオ

フィスだけでなく、自宅、サテライトスペース、顧問先オフィス等の会

計事務所が予め承認した場所（以下「リモート勤務場所」という。）か

らも税務申告ソフトの操作が可能となる。 

■ リモート勤務場所では、税務申告ソフトの操作による税務申告業務のみ

を行い、顧問先企業との打合せのための設備・スペースは設けられず、

打合せは行われない。 

■ また、リモート勤務場所が登録のある事務所と誤認されるような、看板

を掲げる行為・名刺への住所記載等は行わない。 

■ 当サービスの利用規約や付属文書等において、税理士法上で禁止されて

いる二箇所事務所に該当するおそれがあるケースを例示し、リスクの認

識を促す。 

● リモート勤務期間の定めがなく、労働時間の全部について、在宅

勤務をする場合 

● 勤務場所が固定的となり、自宅等が実質的に「事務所」と変わら

ない場合（例えば、自宅等のリモート勤務先で職員を採用してい

たり、顧客との打合せのための設備やスペースを設けていたり、

事務所以外の場所で補助的に業務に従事していると認められない

場合） 

● 自宅等で作業する場合に、家賃や使用料等を経費計上しており、

適切に按分していない場合（自宅を経費計上していても、所属事

務所のテレワークによる申告業務を除き、例えば直接受託事務分

のみを按分して計上することは認められるケースもありうる。） 

● 所属税理士の勤務場所・時間・業務内容について会計事務所の監

督が及ばなくなっている場合 

■ 会計事務所による所属税理士やその他の事務所職員に対する監督義務に

ついて、勤務時間・場所、業務内容の管理、守秘義務の遵守等について、

会計事務所の業務規程で定める（freee 株式会社からは、別紙リモート勤

務規程の雛形を当サービスの利用会計事務所に配付する）。 

■ なお、別紙リモート勤務規程においても、監督義務に関する留意事項や

二箇所事務所規定に抵触するおそれのある事例を掲載するとともに、リ

モート勤務場所においても、税理士業務に係る法令上の義務は、事務所

で勤務する場合と同様に適用される旨を注意喚起する。 

● 例えば、守秘義務の遵守として、リモート勤務場所での覗き見防

止対策のほか、税務申告ソフトのシステムサポートにあたり、会
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計事務所が入力した会計・税務情報を当社のサポート担当に必要

最小限の範囲で閲覧・確認することを依頼をする場合には、予め

顧問先（納税者）の許諾を取得すること 

● 業務内容の管理として、日報等により、会計事務所が、事務所で

業務に従事する場合と同様に監督すること  

● リモート勤務中における無資格者の権限外の業務遂行や、管理者

の把握していない新規顧客の申告書等をリモート勤務者が勝手に

作成すること等は、税理士法第 41条の２に規定する使用人等に対

する監督義務を果たしていないこと 等 

 

 

システム利用イメージ 

 

 

３．新事業活動及びこれに関連する事業活動の実施時期 

 

 

 

 

４．解釈及び適用の有無の確認を求める法令の条項等 

 

税理士法  

○ 第四十条  税理士（税理士法人の社員（財務省令で定める者を含む。第四項に

おいて同じ。）を除く。次項及び第三項において同じ。）及び税理士法人は、税

理士業務を行うための事務所を設けなければならない。 

○ ２  税理士が設けなければならない事務所は、税理士事務所と称する。 

○ ３  税理士は、税理士事務所を二以上設けてはならない。 

○ ４  税理士法人の社員は、税理士業務を行うための事務所を設けてはならない。 

 

５．具体的な確認事項 

 

● 確認事項 

○ 本照会書２.に記載のとおり、会計事務所の税理士が当サービスを利用してリモ

ート勤務場所での税務申告業務を行う場合に、当該リモート勤務場所が、税理士

非公開情報です非公開情報です
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法第 40 条第３項の「税理士事務所」に当てはまらないことを確認したい。 

● 当社の考え 

○ 「事務所」については、国税庁の通達により、以下の解釈が示されている。 

税理士法基本通達の制定について（法令解釈通達）（抄） 

官総 6－11 官人 6－4 平成 14年 3月 26 日 
（改正 平成 26 年 3月 31日 改正 平成 26年 6月 27日） 

■ （事務所）40－1 法第 40条に規定する「事務所」とは、継続的に税理士

業務を執行する場所をいい、継続的に税理士業務を執行する場所である

かどうかは、外部に対する表示の有無、設備の状況、使用人の有無等の

客観的事実によって判定するものとする。 

○ 本件では、当サービスにおけるシステム上の機能及び会計事務所の業務規程を利

用し、別紙リモート勤務規程の付属文書に掲げた事項に留意した上で、利用者た

る会計事務所の税理士及びその他の事務所職員が、開業税理士（税理士法施行規

則第８条第２号ハに規定する区分の登録をしている者）または税理士法人の社員

税理士（同規則第８条第２号イに規定する区分の登録をしている者）の監督の下、

それぞれに許された権限において業務をリモート勤務場所で行う場合、当該リモ

ート勤務場所は、継続的に税理士業務を執行する場所であるとは考えられないた

め、税理士法第 40条第３項における「税理士事務所」に該当しない。 

 

６．その他 

○ 特になし。 

 

 




